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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期
連結累計期間

第53期
第１四半期
連結累計期間

第52期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 6,269 7,413 35,112

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △465 78 1,935

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） △291 33 1,053

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △303 59 1,015

純資産額 （百万円） 42,727 42,879 43,144

総資産額 （百万円） 57,172 59,235 59,161

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） △9.10 1.04 32.91

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － 32.91

自己資本比率 （％） 74.6 72.3 72.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,173 4,790 1,667

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 187 △751 △4,189

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △245 △254 △585

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 14,394 11,956 8,171

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第52期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

４．第53期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は592億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ73百万円増加いたしま

した。

　流動資産は、１億75百万円増加し、211億74百万円となりました。固定資産は、１億１百万円減少し、380億60百

万円となりました。

　流動負債は、主に賞与引当金の増加等により１億66百万円増加し、61億24百万円となりました。固定負債は、主

に退職給付に係る負債の増加により、１億72百万円増加し、102億30百万円となりました。

　純資産は、主に配当による利益剰余金の減少により２億64百万円減少し、428億79百万円となりました。

(2) 経営成績

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により弱さが残

るものの、企業収益や雇用情勢を中心に景気は緩やかに回復の兆しが出てきております。

　情報サービス産業においては、景況感の改善に伴い、平成26年７月発表の「日銀短観」に見られるように、企業

のソフトウェア投資計画が上方修正されるなど、緩やかに回復の兆しが見えてまいりました。

　このような事業環境の中で、当社グループは、受注高、売上高の拡大を図るために営業体制を強化し、さらに、

将来の収益の柱となる新規ソリューションの開発に取り組んでまいりました。また、平成27年10月に全国民に付番

される番号制度（マイナンバー）に対応した、総合行政情報システム「WebRings Plus(ウェブリングスプラス)」

の開発にも注力してまいりました。

　当第１四半期連結累計期間では、受注高は、金融分野が引き続き好調に推移したため、前年同期比18.8％増の78

億15百万円となりました。売上高は、主に金融分野及び公共分野での増加により、同18.2％増の74億13百万円とな

りました。

　損益面でも、不採算プロジェクトの減少等により、営業利益は62百万円（前年同期は４億80百万円の営業損失）

に改善しました。この結果、経常利益は78百万円（同４億65百万円の経常損失）、四半期純利益は33百万円（同２

億91百万円の四半期純損失）となりました。

　なお、当社グループの売上高は第２四半期及び第４四半期に集中する傾向があり、第１四半期については損益の

水準が低くなります。

　当社グループの事業は、情報サービス事業の単一セグメントのため、以下、工程別及び業種別の売上高を示して

おります。

　工程別及び業種別の売上高は次のとおりです。

　工程別売上高では、中工程のシステム開発は、主に金融分野及び公共分野が好調に推移したことにより、前年同

期比27.8％増の32億69百万円となりました。

　後工程の運用・システム保守は、同1.6％増の32億１百万円となりました。

　業種別売上高では、産業分野は、グループ会社の売上増により、前年同期比5.2％増の17億67百万円となりまし

た。金融分野は、銀行・生保向けシステム開発の増加により、同19.8％増の31億79百万円となりました。公共分野

は、新規の自治体の開拓や、既存自治体の一括開発案件の着実な取り込みが奏功し、同27.4％増の24億67百万円と

大幅に伸長しました。
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［工程別連結売上高］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分＼期別

前第１四半期連結

累計期間

当第１四半期連結

累計期間
対前年同期

増減率
金額 構成比 金額 構成比

前　工　程(ITコンサル・要件定義) 4 0.0％ 57 0.8％ －

中　工　程 2,557 40.9％ 3,269 44.1％ 27.8％

 
システム開発

準委任 1,501 23.9％ 2,046 27.6％ 36.3％

 一括 1,056 17.0％ 1,222 16.5％ 15.7％

後　工　程 3,150 50.2％ 3,201 43.2％ 1.6％

 運用 2,390 38.1％ 2,436 32.9％ 1.9％

 システム保守 759 12.1％ 765 10.3％ 0.7％

その他サービス 556 8.9％ 885 11.9％ 59.1％

合　　　　　計 6,269 100.0％ 7,413 100.0％ 18.2％

 

［業種別連結売上高］ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分＼期別

前第１四半期連結

累計期間

当第１四半期連結

累計期間
対前年同期

増減率

金額 構成比 金額 構成比

産　　　　　業 1,680 26.8％ 1,767 23.8％ 5.2％

金　　　　　融 2,652 42.3％ 3,179 42.9％ 19.8％

公　　　　　共 1,936 30.9％ 2,467 33.3％ 27.4％

合　　　　　計 6,269 100.0％ 7,413 100.0％ 18.2％

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は119億56百万円となり、前

連結会計年度末に比べ37億84百万円増加いたしました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況につきましては、次のとおりです。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加13億10百万円があったものの、売上債権の減少55億82

百万円があったこと等により、47億90百万円（前年同期比16億16百万円増）となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出４億74百万円、及び無形固定資産の取得

による支出２億62百万円があったこと等により、△７億51百万円（同９億39百万円減）となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払２億30百万円等により、△２億54百万円（同８百万円減）

となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は、次のとおりであります。

① 基本方針の内容

　当社は、情報システムの設計・開発からシステム稼働後の運用・保守までの一貫したソリューション・サービス

を提供することを基本戦略と位置付け、当社独自の特色・強みを一層追求・発揮することで、企業価値・株主共同

の利益を確保・向上させることを図っております。

　他方、近時、わが国の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、

対象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、突如として大量の株式の買付を強行する

といった動きが顕在化しております。

　もとより、当社は、当社株式について大規模買付行為がなされる場合、これが当社の企業価値・株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う大規模

買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきものと考え

ております。

　しかしながら、株式の大規模買付行為の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の

買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供し

ないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの

等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社は、社会の諸活動を支えるサービスとして、地方自治体や金融機関などに向け、公共的なサービスの

基盤となるインフラストラクチャーとしての情報システムを提供しております。このため、こうしたお客様との間

で長期的な信頼関係・取引関係を確立し、安定的に長期的なサービスを提供できる開発・技術体制、人材体制、設

備体制、管理体制、セキュリティ体制および財務体制の実現を図ることが不可欠であり、もって、当社の企業価

値・株主共同の利益を確保・向上させていくことに邁進しておりますが、これらが当社の株式の買付を行う者によ

り十分に理解され、中長期的に確保され、向上させられなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損される

ことになります。

　また、当社の企業価値の源泉である当社独自の特色・強みは、Web型の総合行政情報システムであるWebRingsに

代表される当社のノウハウ、経験の集積である各種ソフトウェアを、特定の業種・業態向けにパッケージまたは

ツールという形で商品化した「ソリューション・ソフト」をはじめとする各種ソフトウェア資産、ノウハウ、経験

の集積である無形の資産にあります。したがって、外部者である買付者から買付の提案を受けた際に、株主の皆様

が当社のこうした無形の経営資源の価値を正しく評価し、かかる経営資源に基づく将来の経営計画の潜在的効果そ

の他当社の企業価値を構成する事項等、様々な事項を適切に把握した上で、当該買付が当社の企業価値・株主共同

の利益に及ぼす影響を短期間で適切に判断することは、必ずしも容易ではありません。

　こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、株主の皆様がかかる大規模買

付行為に応じるべきか否かを判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し

たり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値・株主共同の利益に反

する大規模買付行為を抑止できる体制を平時において整えておくことが必要不可欠であると考えております。

② 基本方針の実現に資する特別な取組み

ａ．企業価値向上のための取組み

　情報通信技術は、社会基盤のひとつとしてますますその重要性を高めております。当社グループは「創造 愛 自

己統合」を社是として、わが国の情報化推進の一翼を担い、社会の発展に寄与することを使命としております。

　当社グループは、持続的な成長と高収益体質を確立し、株主・顧客・従業員など当社を取り巻くすべてのステー

クホルダーの満足を図ること、また、平成26年７月の創立50周年を機に、次の半世紀への成長基盤を創ることを目

指しております。これらの実現のため、以下の課題に取り組んでまいります。

(a) 受注・売上の拡大

　今後も成長が見込まれるIT サービス市場の中で、IT コンサルティングから運用・保守までの一貫したワンス

トップサービスを武器に、新規顧客の開拓や既存顧客の深耕に取り組み、受注・売上の拡大を図ってまいりま

す。
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(b) 高付加価値ビジネスへの転換

　当社の強みである運用事業において、品質改善やコスト削減を実施して競争力をさらに高めるとともに、より

付加価値の高いデータセンターサービスの提供を拡大してまいります。さらに、新規ソリューションやパッケー

ジの開発・販売に注力し、高付加価値ビジネスへの転換を図ってまいります。

(c) 技術力の向上

　市場の要求に応える先端技術に積極的に取り組み、当社グループの得意分野における技術・ノウハウを蓄積

し、組織的に活用することで技術力の向上を図ってまいります。

(d) グループ内外との連携による事業の拡大

　当社グループ内での連携を従来にも増して強化するとともに、戦略パートナーの技術ノウハウを活用すること

で事業を拡大いたします。また、シナジー効果が見込める場合には、Ｍ＆Ａを積極的に検討してまいります。

(e) 品質の向上

　当社の製品・サービスの品質が競争力の基盤と認識し、品質保証本部を中心として継続的に品質向上に取り組

んでおります。また、全社でのキャンペーン活動などを通じて社員のさらなる品質意識の向上を図ってまいりま

す。

(f) 活力ある組織構築と人材育成

　「仕事に厳しく、人に優しい職場づくり」に向け、社内のコミュニケーションを活発化し、活力ある組織体制

を構築いたします。さらに、技術、プロジェクト管理、マネジメント、国際化などの面で、持続的成長と高収益

企業を支える幅広い人材の育成を図ってまいります。

(g) 管理体制の強化とＣＳＲの推進

　管理体制の強化のため、社員のコンプライアンス意識の維持・向上のための教育を充実させ、内部統制体制の

強化を図るとともに、情報セキュリティや個人情報保護のさらなる徹底を推進いたします。また、企業が求めら

れる社会的責任を果たすため、環境保全活動や社会貢献活動などに取り組み、社会の発展に寄与してまいりま

す。

　これらの取組みにより、当社グループの企業価値・株主共同の利益の更なる向上を図ることができるものと考え

ております。

ｂ．コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み

　当社は、企業価値・株主共同の利益の継続的な向上を図るため、以下のとおり、コーポレート・ガバナンスの基

本方針を定めております。

(a) 株主の権利・利益を守り、株主の平等性を保障するとともに、株主をはじめとするステークホルダーとの円

滑な関係を構築することにより、会社の健全な経営を維持する。

(b) 会社の財務状況、業績、所有状況やガバナンスを含む重要事項について、適時適切な情報開示を行うことに

よって、企業活動の透明性を確保する。

(c) 取締役会・監査役（会）による経営の監視を充実させ、取締役会・監査役（会）の株主に対するアカウンタ

ビリティを確保する。

　また、当社は、当社経営陣の株主に対する経営責任を一層明確化するために取締役の任期を１年とするととも

に、現在の取締役10名のうち１名を社外取締役としております。監査役についても、現在の監査役３名のうち２名

を社外監査役としております。

　このような役員体制のもと、上記のコーポレート・ガバナンスの基本方針に則り、毎月定例的に開催する取締役

会には、社外取締役を含む取締役全員および社外監査役を含む監査役全員が出席し、社外取締役および監査役は、

積極的かつ活発に質疑や意見陳述を行っております。

　また、会社の業務執行は、取締役会で選任した執行役員が推進する体制としており、執行業務に関する重要事項

は、執行役員により構成する経営会議を毎月定例的に開催し、経営計画・組織体制・財務状況・営業状況等につい

て実務的な審議・検討等を行い迅速な経営の意思決定に寄与しております。なお、この経営会議にも監査役は出席

しており経営陣による業務執行を十分に監視できるようにしております。

　さらに、当社は、社長が直接指示する内部監査部門を設置して業務の適正化を図っており、また、当社会計監査

人には適正な会計監査ができる環境を提供し、期中を通じて期末等に偏らない監査を受けております。なお、監査

役は、内部監査部門および会計監査人と十分な連携を図るとともに、毎月定例的に開催する監査役会において直接

に業務執行部門から業務遂行状況を聴取するなど、業務執行について適切な監視を行っております。

　一方、当社は、取締役の職務執行が法令・定款に適合することを確保し、当社業務の適正を確保するため、「内

部統制システム体制構築に関わる基本方針」を平成18年５月25日開催の取締役会で決議しており、この基本方針で

は、会社法で定められた体制のほか、内部統制上必要と考えられる事項を網羅しております。さらに、毎事業年度

末にはこれを検証し、必要に応じ見直しを行い、コーポレート・ガバナンスの強化を図っております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みの概要

　当社は、平成21年６月24日開催の当社第47回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

確保し向上させることを目的として、当社定款第18条に基づき「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収

防衛策）の基本方針の更新」を決議し、同日開催の取締役会において、当該基本方針に基づく具体的な対応策を導

入しておりますが、いずれも平成24年６月22日開催の当社第50回定時株主総会の終結の時をもって、その有効期間

は終了しました。

　そこで、当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、「当社の財務および

事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」に照らして不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社定款第18条に基づき当社株式の大規模買付行

為に関する対応策の基本方針（以下「本基本方針」といいます。）の内容を平成24年６月22日開催の当社第50回定

時株主総会決議により、次のとおり一部変更のうえ更新しております。

ａ．本基本方針の概要

　当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、平成24年６月22日開催の当社

第50回定時株主総会により決議された本基本方針に基づく具体的な対応策（以下「本プラン」といいます。）を当

社取締役会において決議し、本プランの内容を、金融商品取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書

類における開示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式に対する買付等を行う者

が遵守すべき手続があることならびに当社が差別的行使条件および取得条項付新株予約権の無償割当てを実施する

ことがあり得ることを事前に警告することをもって、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（平時の買収防衛

策）としております。

ｂ．本プランの概要

　当社株券等の保有者の保有割合が20％以上となる買付等を行う買付者等は、当該買付等の実行に先立ち、当社に

対して、買付者等の詳細、買付等の目的、方法および内容、買付価格の算定根拠、買付資金の裏付け、買付後の当

社グループの経営方針、その他別途当社取締役会が定める情報および当該買付者等が買付等に際して当社の手続を

遵守する旨の誓約文言等を記載した書面を、当社の定める書式により提出するものとしております。

　当社取締役会は、当該書面を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に提供し、独立委員会がこれを必要情報

として不十分と判断した場合には、買付者等は、独立委員会の求めに従い追加情報を提出するものとしておりま

す。

　買付者等が上記の手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益

を害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当社取締役会または当社株主総会の決議により、当該買付

者等による権利行使は認められないとの行使条件および当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株

予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を、その時点の全て

の株主に対して、その保有する株式１株につき本新株予約権２個を上限として、当社取締役会または当社株主総会

の決議をもって別途定める割合で無償にて割当てます。

　本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、当社取締役会の恣意的判断を排する

ため、当社社外取締役、当社社外監査役または社外の有識者で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独

立委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしており

ます。

　独立委員会は、買付者等および当社取締役会から情報提供が充分になされたと認めた場合、最長60日間の検討期

間（ただし、必要な範囲で最長30日間延長を行うことができます。）を設定し、買付等はこの検討期間が経過した

後に初めて実施され得るものとしております。なお、独立委員会は、当社の費用により、独立した第三者である専

門家の助言を受けることができます。

　独立委員会は、検討期間内において、買付者等および当社取締役会から提供された情報・資料に基づき、当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、買付等の内容の評価・検討等を行い、買付者等が上記の情報

提供および検討期間の確保その他当社の手続を遵守しなかった場合、または、当社の企業価値・株主共同の利益に

資さないものである場合には、当社取締役会に対し、本新株予約権の無償割当ての実施を勧告します。なお、独立

委員会は、本新株予約権の無償割当てを実施することについて株主総会の決議を得ることが相当であると判断する

ときは、当社取締役会に対して、株主総会の招集、本新株予約権の無償割当てに関する議案の付議を勧告します。

　独立委員会は、当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しなくなった場合、または上記

勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、買付者等による買付等が新株予約権の無償割当ての実施に該

当しないと独立委員会が判断するに至った場合には、当社取締役会に対して、本新株予約権の無償割当てを実施し

ないことを勧告します。
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　本基本方針および本プランの有効期間は、平成24年６月22日開催の当社第50回定時株主総会終了後３年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとされており、また、その有効期間の満了

前であっても、当社株主総会の決議によりこれを変更または廃止することが可能とされています。

　なお、本基本方針および本プランの詳細につきましては、当社ウェブサイト（ ホームページ

http://www.ines.co.jp）に掲示しております。

④ 上記②③の各取組みに対する当社取締役会の判断およびその判断に係る理由

ａ．上記①の基本方針の実現に資する特別な取組み（上記②の取組み）について

　上記②に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの強化に対する取組みといった各施

策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたもの

であり、上記①の基本方針の実現に資するものです。

　したがって、これらの各施策は、上記①の基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社

役員の地位の維持を目的とするものではありません。

ｂ．上記①の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（上記③の取組み）について

(a) 本基本方針が上記①の基本方針に沿うものであること

　本基本方針は、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の

皆様のために買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を

確保するための枠組みであり、上記①の基本方針に沿うものです。

(b) 上記③の取組みが株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするもので

はないこと

　当社は、以下の理由から、本基本方針は、上記①の基本方針に照らして、当社株主の共同の利益を損なうもの

ではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

ア 買収防衛策に関する指針の要件の充足

　本基本方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保

または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（『企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則』）を充足しています。

イ 株主意思の重視

　本基本方針は、上記のとおり当社第50回定時株主総会において承認可決されることにより決定されておりま

す。また、本基本方針には有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有

効期間の満了前であっても、当社株主総会の決議によりこれを変更または廃止することが可能とされていま

す。

　また、本基本方針の有効期間内であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決

議により、本プランを廃止することも可能です。したがって、本基本方針およびこれに従って更新される本プ

ランには、株主の皆様のご意向が十分に反映されることとなります。

ウ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本基本方針においては、本新株予約権の無償割当ての実施等の運用に関する実質的な判断は、当社の業務執

行を行う経営陣から独立している者のみから構成される独立委員会により行われることとされています。この

ように、独立委員会が、当社取締役会が恣意的に本新株予約権の無償割当ての実施を行うことのないよう厳し

く監視するとともに、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業

価値・株主共同の利益に適うように本プランの運営が行われる仕組みが確保されています。

　なお、独立委員会の委員には、当社社外監査役から不破 邦俊および仁科 秀隆の両氏が、また、社外の有識

者として布井 千博氏がそれぞれ就任いたしております。

エ 合理的な客観的要件の設定

　本基本方針においては、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ本新株予約権の無償割当ては実施

されないものとしており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものとい

えます。

オ 外部専門家の意見の取得

　買付者等が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家（フィナンシャル・ア

ドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を受けることができるものとしております。これにより、独立委

員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっております。
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カ 当社取締役の任期が１年であること

　当社は、当社取締役の任期を１年としておりますので、本プランの有効期間中であっても、毎年の当社取締

役の選任を通じて、本基本方針および本プランについて、株主の皆様のご意向を反映させることが可能となっ

ております。

(5) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、17百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 175,477,400

計 175,477,400

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,000,000 48,000,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 48,000,000 48,000,000 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 48,000,000 － 31,457 － 7,864

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,988,800 － －

　完全議決権株式（その他） 普通株式 31,908,900 319,089 －

　単元未満株式 普通株式 102,300 － －

　発行済株式総数 48,000,000 － －

　総株主の議決権 － 319,089 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社アイネス
神奈川県横浜市都筑区

牛久保三丁目９番２号
15,988,800 － 15,988,800 33.31

計 － 15,988,800 － 15,988,800 33.31

　（注）１．当第１四半期会計期間における普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる

増加であります。

２．当第１四半期会計期間末日（平成26年６月30日）現在の自己株式数は、15,989,200株（発行済株式総数に対

する所有株式数の割合33.31％）となっております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

　２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,053 11,838

受取手形及び売掛金 10,397 5,317

有価証券 551 551

仕掛品 971 2,250

原材料及び貯蔵品 56 87

前払費用 221 249

繰延税金資産 692 705

その他 64 179

貸倒引当金 △10 △5

流動資産合計 20,998 21,174

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 20,583 20,590

減価償却累計額 △9,536 △9,673

建物及び構築物（純額） 11,046 10,917

工具、器具及び備品 5,058 5,090

減価償却累計額 △3,608 △3,630

工具、器具及び備品（純額） 1,449 1,459

土地 17,404 17,404

有形固定資産合計 29,901 29,782

無形固定資産   

ソフトウエア 2,703 2,714

その他 37 37

無形固定資産合計 2,741 2,752

投資その他の資産   

投資有価証券 1,124 1,123

長期前払費用 399 375

繰延税金資産 3,487 3,521

その他 509 505

投資その他の資産合計 5,520 5,525

固定資産合計 38,162 38,060

資産合計 59,161 59,235
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,962 1,696

未払費用 844 788

未払法人税等 568 77

未払消費税等 38 184

前受金 100 602

賞与引当金 1,133 1,741

役員賞与引当金 50 17

受注損失引当金 263 308

その他 996 709

流動負債合計 5,958 6,124

固定負債   

役員退職慰労引当金 215 215

退職給付に係る負債 9,469 9,647

資産除去債務 60 60

その他 313 307

固定負債合計 10,058 10,230

負債合計 16,017 16,355

純資産の部   

株主資本   

資本金 31,457 31,457

資本剰余金 17,548 17,548

利益剰余金 6,045 5,755

自己株式 △11,631 △11,632

株主資本合計 43,420 43,129

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 285 292

退職給付に係る調整累計額 △628 △610

その他の包括利益累計額合計 △343 △317

新株予約権 37 37

少数株主持分 29 29

純資産合計 43,144 42,879

負債純資産合計 59,161 59,235
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 6,269 7,413

売上原価 5,340 6,077

売上総利益 929 1,336

販売費及び一般管理費 1,410 1,273

営業利益又は営業損失（△） △480 62

営業外収益   

受取利息 1 0

受取配当金 10 11

不動産賃貸料 10 10

その他 2 3

営業外収益合計 24 25

営業外費用   

支払利息 1 1

不動産賃貸費用 8 8

その他 0 0

営業外費用合計 9 10

経常利益又は経常損失（△） △465 78

特別利益   

投資有価証券売却益 17 －

その他 1 －

特別利益合計 18 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△447 77

法人税等 △155 44

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△291 32

少数株主損失（△） △0 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △291 33
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△291 32

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △11 7

退職給付に係る調整額 － 18

その他の包括利益合計 △11 26

四半期包括利益 △303 59

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △303 59

少数株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△447 77

減価償却費 517 541

賞与引当金の増減額（△は減少） 589 607

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △41 △33

受注損失引当金の増減額（△は減少） 61 44

退職給付引当金の増減額（△は減少） 49 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 △0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 103

受取利息及び受取配当金 △12 △12

支払利息 1 1

投資有価証券売却損益（△は益） △17 －

固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 4,721 5,582

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,041 △1,310

その他の資産の増減額（△は増加） △98 △140

仕入債務の増減額（△は減少） △179 △260

その他の負債の増減額（△は減少） △239 131

その他 △120 △46

小計 3,722 5,287

利息及び配当金の受取額 12 13

利息の支払額 △1 △1

法人税等の還付額 0 3

法人税等の支払額 △560 △512

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,173 4,790

投資活動によるキャッシュ・フロー   

預け金の払戻による収入 950 －

有価証券の償還による収入 6 －

有形固定資産の取得による支出 △385 △474

無形固定資産の取得による支出 △459 △262

長期前払費用の取得による支出 △13 △6

投資有価証券の売却による収入 90 －

関係会社の清算による収入 － 1

会員権の売却による収入 3 －

短期貸付金の純増減額（△は増加） 0 0

その他 △2 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー 187 △751

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △20 △23

ストックオプションの行使による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △224 △230

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △245 △254

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,116 3,784

現金及び現金同等物の期首残高 11,278 8,171

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 14,394 ※ 11,956
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均

残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変

更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が104百万円増加し、利益剰余金が67百万

円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

はそれぞれ13百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 14,279百万円 11,838百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △36 △233

有価証券（ＭＭＦ） 151 151

有価証券（ＦＦＦ） － 200

現金及び現金同等物 14,394 11,956

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 256 8.00  平成25年３月31日  平成25年６月26日 利益剰余金

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 256 8.00  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 
 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、情報システムやネットワークの企画・開発から稼働後の運用・保守・メンテナンスまで一

貫したサービスを展開しており、情報サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額(△)
△9円10銭 1円04銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△291 33

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額(△)（百万円）
△291 33

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,009 32,010

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

― ―

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月８日

株式会社アイネス

取締役会　御中

 

 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 関口　　茂　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 脇本　恵一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイネ

スの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイネス及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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